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【身延町社協を取り巻く状況】 

 令和２年１月に国内で初めての感染が確認された新型コロナウイルス感染症

は、変異を繰り返し第 6 波の感染拡大にまで至っております。この間、日本中

さまざまな場面で「自粛」が要請され、人々の生活や経済にも大きな打撃とな

っております。 

本社協においても各種の会議や行事で書面決議や中止を余儀なくされてまい

りました。 

このような状況下でしたが、現在は令和２年 10 月に作成した「新型コロナ

感染症対策ガイドライン」及び「新型コロナ感染症対策マニュアル」に基づき、

事業や会議の開催に努めております。 

令和４年度においても収束の予測がつかない状況が続くと予想されますが、

このようななかで今までの経験を踏まえ、工夫を凝らして事業を進めていかな

ければなりません。計画した事業を実施するための対策を講じつつ、事業計画

書に掲げたことを実行してまいります。  

また、令和 4 年度は「第３次地域福祉活動計画」の始まる年でもあります。

本町の地域福祉を取り巻く現況と課題を認識し、事務事業改善や目の前の課題

解消に向けた地道な取り組みを行い、各種の計画を遂行してまいります。 

 

〈人口の変化〉 

令和４年１月１日現在の身延町の人口は、１０，７２０人で、前年同時期か

ら３３４人の減少となっています。世帯は 5，267世帯から７8世帯減って５，

1８9 世帯になりました。 

 

〈長期的に見た 人口・人口比率の変化〉（身延町地域福祉計画から） 

地域福祉計画がスタートした平成 24 年には人口 14,656 人、6,078 世帯

で、人口比率は 0 歳から 14 歳（年少者）が 8.0％、65 歳以上（高齢者）が

38.6％でした。 

第 2 次地域福祉計画の始まった平成 29 年には人口 12,618 人、5,704 世

帯となり、令和 3 年 4 月 1 日になると 10,957 人、5，256 世帯と減少に歯

止めの利かない状況が続いています。（平成 24 年から 3，699 人、822 世帯

の減） 

令和 3 年 4 月の人口比率は、年少人口 6.1％、高齢者人口 47.6％と身延町

は少子高齢化が全国でも数歩先を行っているところです。  

 

〈地域における課題〉 

地域においては生活困窮、災害時支援、消費者被害など、地域からの孤立に

起因する様々な生活課題も深刻化しています。  

また、在宅ひとり暮らしの高齢者世帯や高齢夫婦だけの世帯が増え、地域に



おける見守りや支え合い、助け合いがより大切になってきています。 

 

〈取り組み〉 

このような現状を踏まえ、令和 4 年度においても地域が抱える課題を地域で

解決する共助社会をつくるために、「日常の暮らしの中で人と人とが支え合い助

け合う関係づくり」と「地域の課題は地域で解決できる仕組みづくり」を進め

てまいります。 

 また、住みなれた自宅や地域の中で生活できるよう、社協が運営する介護保

険事業や障害福祉事業、受託している諸事業の適切な事業運営に努め、利用者

本位で信頼される質の高い福祉サービスを提供してまいります。 
 
 
【事業計画】 

 

１ 法人運営事業 

◎事業推進体制及び経営基盤の強化 

 

   

  

 

 

 

 

①  理事会・評議員会・監査会・委員会の開催 

      社会福祉法人として適正な組織及び事業の運営を図るための会議

を開催します。 

②  自立的な事務局体制の構築 

      研修の実施や各種規程等の見直しなどにより、組織運営の体制強

化を図ります。 

③  役職員に対する研修機会の確保  

研修会の開催、外部研修等の活用により、役員及び職員のスキル

アップを図ります。 

④  地域福祉活動の推進 

      地域の福祉力向上をめざし、住民参加による地域福祉活動を展開

します。 

⑤  関係機関・関係団体との連携強化 

      地域に密着した福祉活動を展開するため、関係機関・関係団体と

の連携を図り、情報収集と組織運営の体制強化に努めます。  

⑥  一般会員・賛助会員入会の促進 

      会員の確保と拡大を推進し、事業実施に必要な自主財源の増収に努

めます。 

 住民のニーズに対応できるよう、事務局体制の充実強化を図り、役職員

による研修会や山梨県、身延町、山梨県社会福祉協議会などが開催する研

修会に積極的に参加します。  

また、事業及び経費の見直し、財源の確保等により、経営基盤の強化に

努めます。  



⑦  事業の内容、経費の見直し、財源確保等の検討  

      前例にとらわれない事務事業の改善や見直し、創意工夫により経

費の縮減、財源確保を図ります。 

 

◎広聴広報活動の充実・啓発活動の推進 

  

 

  

 

 

 

①  「みのぶ社協だより」「ボランティア情報誌おてんでえ身延」の発行

及び町広報紙・回覧の活用 

      町民にわかりやすく社協の活動を周知できるよう「社協だより」

及び「ボランティア情報誌」を発行するほか、町の広報紙や回覧等

により情報を発信します。  

②  意見募集（メール及びご意見箱の設置） 

      ホームページやすこやかセンターに設置してある意見箱により意

見を求めます。 

③  ホームページの活用・充実 

      ホームページの内容の充実を図り、常に新しい情報の発信に努め

ます。 

④  情報公開 

ホームページのほか、福祉医療機構が運営する福祉・保健・医療

の総合情報サイト（WAM ネット）、県の介護サービス情報公開シス

テム等により情報を公開し、法人運営の透明性向上に努めます。  

⑤  「みのぶまつり」（健康福祉部門）の開催 

       健康意識の向上、福祉の充実を図ることと、社協の事業を案内

する機会として「みのぶまつり」を町と共に開催します。 

⑥  「ボランティアの集い」等の開催 

      ボランティアの輪を広げ、身近な地域に目を向けたボランティア

活動を推進するための事業を開催します。 

⑦  各種団体の会議や行事の場への広報・啓発活動 

      会議、研修、催し物など、様々な機会において社協の活動を紹介

し、理解を深めていただきます。  

 

 

 

 

 

 

 「社協だより」「ボランティア情報誌」などにより、地域における福祉の

情報提供に努めます。  

さらに、ホームページやインターネットを活用し、広範囲に情報を発信

します。  



2 ボランティアセンター事業 

◎ボランティア活動の推進と社会参加の促進 

 

 

 

  

   

   

 

 

 

①  ボランティアセンターの組織・機能充実 

地域のボランティア活動に関する理解と関心を深め、ボランティア

の育成及び支援を行い、ボランティアの活性化を図ります。  

②  ボランティア団体等への支援  

  助成金の交付、通知の発送、資料作りなどの支援を行います。  

③  ボランティア情報紙の発行  

ボランティア登録、ボランティアのマッチング、福祉用具等の譲受、

地域での支え合いの情報など、地域の情報を発信します。  

④ ボランティア学習会の開催 

ボランティアに関する講座を開催し、ボランティアの育成やグルー

プの補強を図ります。 

⑤ ボランティア普及協力校事業への協力  

小中学校に出向き、ボランティア活動の紹介や福祉教育の推進に努

めます。 

福祉作文・ポスターを募集し、福祉への関心を高めます。 

⑥ 災害ボランティアセンター機能の充実  

大規模災害に備え関連機関や団体等との情報を共有し、連携を図る

ために災害ボランティアセンターの設置運営訓練を実施します。 

⑦ ボランティア連絡協議会への支援 

 事務局として活動を支援します。  

⑧ 手話講座の開催 

 基本的な手話を用いたコミュニケーションの取り方を学びます。  

⑨ 町内の大学と連携 

 身延山大学との連携を強化します。  

⑩ ボランティア（個人・団体）の登録と活動の斡旋 

社協が行う事業、福祉施設等でのボランティアの仲介のほか、ボラ

ンティア情報誌等で情報を提供します。  

 

 

 

 地域での活動の場づくりを進め、ボランティア活動に新しい福祉の活力を

取り入れるため、町内の大学等との連携を推進します。  

 ボランティア登録制度を充実させ、町内におけるボランティア活動が活発

になるよう、組織の強化を図ります。  

災害ボランティアセンターについては、設置運営訓練など訓練や研修を開

催し、住民の意識高揚を図ります。  



3 権利擁護事業及び援護事業 

◎住み慣れた地域での生活が継続できるように相談支援、情報提供、

連絡調整 

   

 

 

 

 

 

①  日常生活自立支援事業の充実（県社協受託基幹的社協事業を含む） 

    認知症高齢者・知的障がい者・精神障がい者等、判断能力が十分

でない方のために、福祉サービスを利用する際の援助や日常的な金

銭管理、書類等の預かりサービスを行います。  

②  生活福祉資金貸付・償還事務の受託（県社協受託事業）  

      貸付相談者に対し、聞き取り調査を行い、民生委員と連携して県

社協への申請手続きを行います。  

貸付後は民生委員と連携し、償還指導を行います。  

③  社会福祉金庫の貸付事業 

      緊急一時的に生計困難となった世帯に対し、無利子で金庫の資金

を貸し付けることにより、経済的自立を図ります。  

      １件１０万円以内、貸付期間は１年以内 

④  法外援護費の支給 

      移動に困窮している行路人等へ必要最小限の旅行運賃の貸付を行

います。 

 

4  相談事業  

◎各種相談に応じ、住民の生活の安定と安心を支える  

 

 

 

 

 

  

 

①  心配ごと相談所の開設  

毎月２回、３会場（下部保健福祉センター・中富すこやかセンター・

身延福祉センター）で開設します。 

②  他の相談機関との連携  

一つの窓口で多様な相談が可能となるよう、県社協、身延町役場、

峡南福祉事務所、民生委員児童委員協議会等関係機関との連携を図り

ます。 

 認知症高齢者や知的・精神障がい者の方々が、自立した日常生活を安心

して送れるように日常生活自立支援事業により援助します。  

また、生活困窮世帯の自立支援を目的に県社協と連携して、各種貸付制

度の充実に努めます。 

 「心配ごと相談所」を月 2 回開設します。相談事には、行政等とも連携

して心配ごとの解決に努めます。  

また、専門的見地による相談事業の環境を充実し、「弁護士による無料法

律相談」を年６回行います。  



③  弁護士による無料法律相談 

身延福祉センターで、年６回（5 月、7 月、9 月、11 月、1 月、

3 月）相談を行います。 

  

5 共同募金配分金事業 

◎「じぶんの町を良くする仕組み」のスローガンで地域の福祉に貢献  

 

 

 

 

   

①  県共同募金会身延町分会の事務局として 

助け合いの精神のもと、共同募金運動を積極的に推進します。  

②  共同募金活動の推進及び募金の使途について、広報活動を充実 

回覧により募金の依頼と使途を報告します。また、「社協だより」に

寄付者を掲載します。 

③  共同募金配分金事業の実施 

すべての地域住民を対象とした事業の実施に努め、地域福祉の推進

を図ります。 

④  歳末たすけあい援護事業 

事業を回覧で周知し、本人申請を基本として受け付けます。民生委

員との連携により、生活困窮世帯への援助・助言を行います。 

       

6 受託事業 

◎町・県社協と連携した受託事業の充実 

 

 

 

  
  

 

  町受託事業 

① 生活支援体制整備事業 

第 2 層地域支え合い協議会のコーディネーターとして、支え合い事

業をコーディネートをします。また、地域の方々とともに支え合い事

業を推進してまいります。  

② 配食サービス事業 

 食事の提供業務を受託し、配達業務において利用者の安否を確認し

ます。 

③ 生きがい活動支援通所事業  

下部保健福祉センターと身延福祉センターで、生きがい広場を開設

 共同募金に対する理解を深めながら募金活動に努めるとともに、配分金

は地域福祉の推進に有効かつ適正に活用していきます。  

 利用者や家族等の声に耳を傾け、より充実した事業が実施できるように

努めます。また、事業の目的が達成されているかを検証し、継続的に業務

改善に取り組みます。  



し、その運営をします。 

④ 家族介護者交流事業  

在宅で介護をする人たちを支援する事業を開催します。 

⑤ 介護予防事業 

軽運動、ウォーキングなどの介護予防事業を開催します。 

⑥ ホームヘルプサービス事業  

     日常生活上の援助を行い、要介護状態にならないよう支援します。 

⑦ 移動支援事業 

 障害者（児）に対し、外出の為の支援を行います。  

⑧ 日中一時支援事業 

     障害者（児）の家族の就労支援や一時的な休息を目的として、見守

り等を行います。 

⑨ 養育支援訪問事業 

     養育支援が必要な家庭に対し、家事援助などの訪問支援を行います。 

 

県社協受託事業 

①  生活福祉資金貸付事業  

      申し込み受付や生活全般にかかる総合相談、償還等の業務を行い

ます。 

②  日常生活自立支援事業（基幹的社協事業） 

      認知症高齢者・知的障がい者・精神障がい者等のうち、判断能力

が不十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、利用者と

の契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行います。  

（福祉サービスの利用援助、日常的金銭管理、書類等の預かり） 

 

7 地域福祉事業 

◎住民参加や協働による福祉活動の支援、福祉の地域づくり  

 

 

 

  
   

 

 

①  福祉関係団体、小地域福祉活動への支援 

講師派遣・助成金の配分 

②  福祉教育の推進 

小中学校への講師派遣と助成、保育園への助成 

③  地域支え合い事業の推進  

声の広報（広報みのぶ・議会広報・社協だより・ボランティア情報

誌）の吹込みと配付 

 地域福祉推進のため、団体や小中学校への講師派遣や金銭助成、小地

域福祉活動への助成金交付を行います。  

また、さまざまな団体と連携して、地域福祉の課題を解決していくた

めの事業を推進します。  



 

8 在宅福祉・介護保険事業 

◎安定した介護保険事業の経営と利用者ニーズに沿ったサービス提供 

  

 

 

 

 

①  指定地域密着型通所介護事業所（中富デイサービスセンター）の経営 

  介護保険法に基づき、利用者に通所介護サービスを提供します。  

②  指定居宅介護支援事業所の経営（ケアマネ） 

      介護保険法に基づき、ケアプランの作成、行政やサービス事業者

等との連絡調整、モニタリングなど在宅で生活していくための支援

を行います。 

③  指定訪問介護事業所の経営（ホームヘルパー）  

      介護保険法に基づき、利用者に対し訪問介護サービス（生活援助、

身体介護）を提供します。 

 

④  居宅介護事業所の経営（障がい福祉サービス事業）  

障がい者総合支援法に基づき、利用者に対し必要な障がい福祉サ

ービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援護）を提供します。  

 

9 その他事業  
   

 

①  福祉関係諸団体の事務局担当（すこやかクラブ・身体障がい者福祉

会・ボランティア連絡協議会）  

  事務局として、事業や研修等の開催を支援します。  

②  福祉バスの運行と活用  

門野の湯への送迎、福祉のまちづくりのための事業・研修等に使用

するためのバスを運行します。  

③  グラウンドゴルフ大会の開催、高齢者作品展の作品募集 

  いきいき山梨ねんりんピックの予選会を兼ねて開催します。  

高齢者作品展の出品作品を募集し、峡南地区高齢者作品展の運営を

峡南地区の社協と共に行います。 

④  フードバンクへの協力 

フードドライブの実施ほか、地域で食品を集め認定 NPO 法人フー

ドバンク山梨に寄付します。  

⑤  エコキャップ運動 

ペットボトルのキャップを回収し、リサイクルの促進、CO2 の削

減、発展途上国の医療支援、障がい者・高齢者雇用促進に協力します。  

町の包括支援センターと連携し、安定したサービスの提供に努めます。

また、介護保険事業の効率化と経営改善に取り組んで行きます。  

 その他社会福祉に必要な事業を推進します。  


